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Ⅰ 調査研究の概要 
 

１ 調査研究の背景と目的 

岐阜県の中小企業を取り巻く情勢は、長期にわたる景気不況、中国のほか東アジア諸国

からの安価な製品輸出攻勢、販売不振による倒産の増加など厳しい情勢が続いている。と

りわけ、岐阜県の７大地場産業（繊維、陶磁器、金属・刃物、木工・家具、紙、食品、プ

ラスチック）は、製造品出荷額がこの１０年で約１６％減少するなど厳しい状況にある。 

岐阜県内の中小企業が活力を取り戻すためには、得意分野を持つ個々の中小企業が連携

し、不足する経営資源を補い、競争力のある新たな製品・技術の開発やサービスの提供を

行うことが必要とされる。岐阜県内でも異業種交流・産学連携など企業の連携活動が行わ

れ一定の成果を上げているが、試作品の開発にとどまり事業化に達しないなど、十分な成

果を上げていないケースも見られる。 

そこで、本調査研究では事業化を念頭に置き、様々な連携スタイルに注目しながらこれ

からの効果的な企業連携の在り方を調査研究し、中小企業の連携による発展を支援するこ

とを目的とした。 

 

２ 調査研究の全体構成 

(1)内容・方法 

 ①企業連携の実態調査 

  企業連携の実態について訪問調査を行い、課題や問題点を整理する。 

  ②研究会の開催 

  研究会は、座長１名・識者２名で構成し、事例調査等を踏まえて、中小製造業のこれ

からの企業連携のあり方を討議し、意見集約する。 

 

(2)報告書の概要 

 第１章 調査研究の概要 

 第２章 各種『連携』の実態 

  2-1 企業連携の事例（９事例） 

  2-2 支援機関の事例（２事例） 

 第３章 中小製造業の効果的な『連携』のあり方 

 3-1 連携事例及び支援事例のタイプと特徴 

3-2  連携の種類とネットワークの性質から見た分類 

3-3  効果的な『連携』活動を実現するための基本要件 

第４章 岐阜県中小製造業の効果的な『連携』の実現に向けて 
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Ⅱ 調査研究結果の概要 
 

１ 連携事例及び支援事例のタイプと特徴 

(1) 連携事例のタイプと特徴  

 本調査研究では、岐阜県内及び他府県において、各種連携活動の実態について９事例を

取り上げた。各々の連携事例のタイプとその特徴について、整理してみると次のようにな

る。（表１「各種『連携』の内容一覧」をあわせて参照のこと） 

 

①開発・生産型企業間連携 

 このタイプは、主に新製品の開発段階及び生産段階までのプロセスにおいて、他企業と

連携しているケースである。この開発・生産型企業間連携の特徴は、特に企画・開発・試

作・生産の段階において異業種交流や企業間提携によって、自社に不足している経営資源

を補完している点にあり、今回の事例からは、ＩＴ関係企業などとの連携により新ビジネ

スへ展開する可能性のあるケースも見られた。 

 

②開発・試作型産学官連携 

 このタイプは、当面の活動として新分野を対象にした研究開発・試作を念頭においた産

学官連携であり、開発・試作面で外部資源を有効に活用しているケースである。この開発・

試作型産学官連携の特徴は、企画・開発の段階において大学や研究機関等との連携により、

研究開発に重点をおいている点にある。なお、今回の事例では、当面は製品化を目的とせ

ずに開発・試作段階に焦点を当てたケースや、既に生産・販売段階に至っているケースも

見られた。 

 

③ビジネス発展型産学官連携  

 このタイプは、活動当初の意図に関わりなく、連携活動が結果的に企画・開発・試作・

生産・販売の一連のビジネスプロセス全体を含む活動へと発展するケースであり、その一

連の活動が主に産学官連携によって実践されているような場合である。このビジネス発展

型産学官連携の特徴は、すべての事業段階において必要な連携を行うことによって、連携

活動がビジネスへとつながっている点にあり、今回の事例では、販売までつながっている

ケースが多く見られた。 

 

④販売機能補完型連携 

 このタイプは、製品の販売段階で企業間連携や公的機関を活用しているケースである。

この販売機能補完型連携の特徴は、企画・開発・試作・生産の段階よりも販売段階での外

部資源活用に重点を置くといった点にある。今回の事例では、販売機能を連携によって補

完しているケースが見られた。 
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⑤国際ビジネス型連携 

 このタイプは、産学官連携や企業間連携を国際的に展開しているケースである。この国

際ビジネス型連携の特徴は、国内の外部資源だけでなく中国等の海外の大学及び企業の資

源を活用している点にあり、今回の事例では、海外の大学等との産学連携により市場がグ

ローバルに展開するケースが見られた。 

 

(2) 支援事例のタイプと特徴 

 今回の調査では、連携事例の他に中小企業の連携活動を支援する機能を持ったネットワ

ーク活動にも注目した。事例件数は２件に留まるが、各々の特徴を整理すると以下のよう

になる。 

 

①ネットワークビジネス型支援 

 ロダン２１は、東大阪の中小企業が出資者となり発足した中小企業支援のためのネット

ワークビジネスである。この組織は企業体として活動しており、「２１世紀の新しい形のモ

ノづくり企業」を目指して参加企業を募り、多様なビジネス機会を作り出すことを目的と

している。また、組織内には「ロダン総研」というシンクタンク機能も装備し、中小企業

のための各種コンサルティングサービスも手掛けている。このようにロダン２１の活動は、

モノづくり（ハード面）とビジネスサポート（ソフト面）の両サイドからのネットワーク

ビジネスを展開しているところに、最大の特徴があると言える。 

 

②ネットワークインフラ型支援 

 岩手ネットワークシステムは、企業のみならず個人でも会員になれる連携支援活動であ

り、利益追求型組織の色彩は少ない。むしろ岩手大学地域共同研究センター及び岩手県工

業研究センター等が推し進める産学官連携を下支えするネットワークインフラの機能を果

たす「緩やかなネットワーク」といった特徴を持っている。このように岩手ネットワーク

システムの場合は、地元の中小企業が大学や各種機関の“垣根”を越えて気軽に各種連携

プログラムに参加できる「雰囲気づくり」に貢献するといった性質が強い。 
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表
１
　
各
種
『
連
携
』
の
内
容
一
覧
表

①
企
業
連
携
の
内
容

企
　
　
画

開
発
（
技
術
・
製
品
）

試
　
　
作

生
　
　
産

販
　
　
売

連
携
事
例

１
自
社
対
応

技
術
水
準
の
高
さ
と
優
秀
な
人
材
確
保
の
た
め

の
連
携

＜
大
学
（
中
国
）
・
企
業
＞

技
術
水
準
の
高
さ
と
優
秀
な
人
材
確
保
の
た
め

の
連
携

＜
大
学
（
中
国
）
・
企
業
＞

技
術
水
準
の
高
さ
と
優
秀
な
人
材
確
保
の
た
め

の
連
携

＜
大
学
（
中
国
）
・
企
業
＞

自
社
対
応

連
携
事
例

２
自
社
対
応

遠
隔
管
理
シ
ス
テ
ム
の
技
術
補
完
連
携

＜
企
業
・
Ｉ
Ｔ
関
連
企
業
＞

遠
隔
管
理
シ
ス
テ
ム
の
技
術
補
完
連
携

＜
企
業
・
Ｉ
Ｔ
関
連
企
業
＞

遠
隔
管
理
シ
ス
テ
ム
の
技
術
補
完
連
携

＜
企
業
・
Ｉ
Ｔ
関
連
企
業
＞

自
社
対
応

連
携
事
例

３
カ
メ
レ
オ
ン
グ
ル
ー
プ

（
岐
阜
県
各
務
原
市
）

グ
ル
ー
プ
参
加
企
業
の
共
同
受
注
を
目
的
と
し

た
連
携

＜
グ
ル
ー
プ
参
加
企
業
＞

グ
ル
ー
プ
参
加
企
業
に
よ
る
技
術
補
完
連
携

＜
グ
ル
ー
プ
参
加
企
業
＞

グ
ル
ー
プ
参
加
企
業
に
よ
る
技
術
補
完
連
携

＜
グ
ル
ー
プ
参
加
企
業
＞

自
社
製
品
の
製
品
化
の
た
め
の
連
携

＜
グ
ル
ー
プ
参
加
企
業
＞

自
社
対
応

連
携
事
例

４

２
足
歩
行
ロ
ボ
ッ
ト
試
作
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト

（
岐
阜
県
各
務
原
市
）

岐
阜
県
産
業
の
核
と
な
る
技
術
開
発
の
た
め
の

連
携

＜
県
研
究
所
・
企
業
＞

ヒ
ュ
ー
マ
ノ
イ
ド
型
ロ
ボ
ッ
ト
の
技
術
開
発
連

携 ＜
県
研
究
所
・
企
業
＞

ヒ
ュ
ー
マ
ノ
イ
ド
型
ロ
ボ
ッ
ト
の
試
作
の
た
め

の
連
携

＜
県
研
究
所
・
企
業
＞

販
売
を
目
標
と
し
て
い
な
い

販
売
を
目
標
と
し
て
い
な
い

連
携
事
例

５

自
然
に
優
し
い
木
質
ボ
ー
ド

研
究
会

（
岐
阜
県
関
市
）

間
伐
材
・
伐
採
木
・
枝
葉
な
ど
再
利
用
し
、

ガ
ー
デ
ニ
ン
グ
飼
料
と
す
る
た
め
の
連
携
。

＜
大
学
・
企
業
・
県
研
究
所
＞

木
材
チ
ッ
プ
の
加
工
技
術
開
発
の
た
め
の
連
携

＜
大
学
・
企
業
・
県
研
究
所
＞

木
質
ボ
ー
ド
の
製
品
化
に
向
け
た
連
携

＜
大
学
・
企
業
・
国
産
材
組
合
・
県
研
究
所
＞
木
質
ボ
ー
ド
の
商
品
化
へ
の
連
携

＜
企
業
・
国
産
材
組
合
・
建
機
メ
ー
カ
ー
＞

木
質
ボ
ー
ド
の
販
売
の
た
め
の
連
携

＜
企
業
・
国
産
材
組
合
・
建
機
メ
ー
カ
ー
・
流

通
業
者
＞

連
携
事
例

６

グ
リ
ー
ン
ラ
イ
フ
２
１
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
／
Ｇ
Ｌ
２
１

（
岐
阜
県
多
治
見
市
）

リ
サ
イ
ク
ル
食
器
の
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
を
含
め

た
事
業
企
画
の
た
め
の
連
携
。

＜
大
学
・
県
研
究
所
・
企
業
・
流
通
業
者
＞

不
要
食
器
再
生
の
技
術
開
発
の
た
め
の
連
携

＜
大
学
・
県
研
究
所
・
民
間
技
術
者
・
企
業
＞

リ
サ
イ
ク
ル
食
器
の
売
れ
る
製
品
化
の
た
め
の

連
携
＜
大
学
（
デ
ザ
イ
ナ
ー
）
・
県
研
究
所
・
企
業

＞

リ
サ
イ
ク
ル
食
器
の
商
品
化
（
回
収
か
ら
製
品

化
ま
で
）
へ
の
連
携

＜
各
企
業
（
産
地
メ
ー
カ
ー
）
・
流
通
業
者
＞

リ
サ
イ
ク
ル
食
器
の
販
売
の
た
め
の
連
携

＜
県
研
究
所
・
企
業
・
流
通
業
者
＞

連
携
事
例

７
㈱
岐
阜
浄
水
機
工

（
岐
阜
県
羽
島
郡
笠
松
町
）

自
社
対
応

自
社
対
応

自
社
対
応

自
社
対
応

製
品
販
売
の
た
め
の
連
携

＜
メ
ン
バ
ー
企
業
＞

連
携
事
例

８

岐
阜
ロ
ボ
ッ
ト
ハ
ン
ド
研
究

会 （
岐
阜
県
可
児
市
）

ロ
ボ
ッ
ト
ハ
ン
ド
製
作
の
た
め
の
連
携
。

＜
大
学
・
企
業
＞

ロ
ボ
ッ
ト
ハ
ン
ド
の
技
術
研
究
の
た
め
の
連
携

＜
大
学
・
企
業
＞

ロ
ボ
ッ
ト
ハ
ン
ド
の
試
作
の
た
め
の
技
術
補
完

連
携
＜
大
学
・
企
業
＞

ロ
ボ
ッ
ト
ハ
ン
ド
製
作
の
た
め
の
連
携

＜
大
学
・
企
業
＞

研
究
者
向
け
の
販
売
の
た
め
の
連
携

＜
大
学
・
企
業
＞

連
携
事
例

９
ア
ビ
ー
会

（
千
葉
県
我
孫
子
市
）

凍
結
保
存
技
術
の
研
究
用
マ
ー
ケ
ッ
ト
へ
の
展

開
を
含
め
た
企
画
の
た
め
の
連
携
。

＜
大
学
・
企
業
＞

食
材
の
凍
結
保
存
技
術
の
裏
付
け
の
た
め
の
連

携
。

＜
大
学
・
企
業
＞

自
社
対
応

自
社
対
応

自
社
対
応

　
　

　

②
支
援
組
織
の
内
容

企
　
　
画

開
発
（
技
術
・
製
品
）

試
　
　
作

生
　
　
産

販
　
　
売

支
援
事
例

１
㈱
ロ
ダ
ン
２
１

（
大
阪
府
東
大
阪
市
）

異
業
種
グ
ル
ー
プ
参
加
企
業
に
よ
る
情
報
・
技

術
の
融
合
を
目
的
と
し
た
連
携
。

＜
グ
ル
ー
プ
参
加
企
業
・
市
・
商
工
会
議
所
＞

「
２
１
世
紀
の
新
し
い
形
の
モ
ノ
づ
く
り
企

業
」
と
し
て
の
連
携

＜
グ
ル
ー
プ
参
加
企
業
・
大
学
・
民
間
研
究
所

＞

「
２
１
世
紀
の
新
し
い
形
の
モ
ノ
づ
く
り
企

業
」
と
し
て
の
連
携

＜
グ
ル
ー
プ
参
加
企
業
・
大
学
・
民
間
研
究
所

＞

「
２
１
世
紀
の
新
し
い
形
の
モ
ノ
づ
く
り
企

業
」
と
し
て
の
連
携

＜
グ
ル
ー
プ
参
加
企
業
・
大
学
・
民
間
研
究
所

＞

「
２
１
世
紀
の
新
し
い
形
の
モ
ノ
づ
く
り
企

業
」
と
し
て
の
連
携

＜
グ
ル
ー
プ
参
加
企
業
＞

支
援
事
例

２

岩
手
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ

ム （
岩
手
県
盛
岡
市
）

大
学
を
中
心
と
し
た
研
究
開
発
に
関
す
る
交
流

の
場
と
し
て
の
産
学
官
民
の
連
携
。

＜
大
学
・
企
業
・
県
・
県
民
＞

大
学
を
中
心
と
し
た
研
究
開
発
に
関
す
る
交
流

の
場
と
し
て
の
産
学
官
民
の
連
携
。

＜
大
学
・
企
業
・
県
・
県
民
＞

大
学
を
中
心
と
し
た
研
究
開
発
に
関
す
る
交
流

の
場
と
し
て
の
産
学
官
民
の
連
携
。

＜
大
学
・
企
業
・
県
・
県
民
＞

大
学
を
中
心
と
し
た
研
究
開
発
に
関
す
る
交
流

の
場
と
し
て
の
産
学
官
民
の
連
携
。

＜
大
学
・
企
業
・
県
・
県
民
＞

自
社
対
応

N
o
.

企
業
名
・
団
体
名

（
所
在
地
）

事
　
　
　
　
　
業
　
　
　
　
　
段
　
　
　
　
　
階

N
o
.

企
業
名
・
団
体
名

（
所
在
地
）

森
松
工
業
㈱

（
岐
阜
県
本
巣
市
）

事
　
　
　
　
　
業
　
　
　
　
　
段
　
　
　
　
　
階
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２ 効果的な『連携』活動を実現するための基本要件 

 事例調査から得られたファインディングスに基づいて、中小製造業の活性化を目的する

効果的な『連携』活動を実現するための基本要件を整理すると以下のようになる。 

 

基本要件１：連携活動の構成要素の役割・イニシアティブの調整 

 各種連携事例から示されたように、連携活動が成功するためには、その活動プロセスに

おいて、連携活動の構成員、すなわち、中小企業、大学、研究機関、支援機関等々が、フ

ェーズ毎に対応した役割を各々自覚した上で連携を深めることが必要である。端的に言え

ば、連携活動における役割分担を明確にすることが重要である。 

さらに、連携活動の進行に伴って、イニシアティブの役割を担う人や組織が変化する可

能性のあることを十分に考慮しておくことが大切であり、そうしたイニシアティブ担当者

を連携活動の進行に対応して調整するメカニズムが、連携活動の組織体に存在していなけ

ればならない。 

 

基本要件２：「緩やかなネットワーク」の存在 

 ロダン２１及び岩手ネットワークシステムといった連携活動を支援するネットワークの

存在から明らかなように、異業種交流や産学官連携といった連携活動を下支えするネット

ワークビジネスやネットワークインフラが当該地域に存在しているか否かが重要である。 

換言すると、事業化に結びつく「固いネットワーク」を支える「緩やかなネットワーク」

を如何に形成させて行くかが当該地域の課題である。 

 

基本要件３：２つのタイプのキーパーソンの存在 

 企業間提携といったビジネスモデルの一環としてスタートする連携活動とは別に、産学

官連携や異業種交流といった多様な外部資源のネットワークによる連携活動を成功させる

ためには、最終的にはその活動を担うキーパーソンの存在が重要となる。さらに、このキ

ーパーソンには、少なくとも以下のような２つのタイプのキーパーソンが必要である。 

①クリエーター型キーパーソンの存在 

多様なネットワークによる連携活動では、当初の企画（もくろみ）が予定どおりに進む

とは限らない。むしろ、予想もしなかったような事態が発生する可能性が高い。よって、

連携活動の様々な状況変化に対して果敢に挑戦し、連携活動そのものに常にイノベーショ

ン（革新性）を促すような刺激を与えてくれるクリエーター型キーパーソンソンの存在が

重要となる。 

このクリエーター型キーパーソンの存在によって、活動の時間的プロセスの中で生じる

技術・経営・市場の変化への柔軟な対応が可能となる。 

②コーディネーター型キーパーソンの存在 

 多様なネットワークによる連携活動では、産学官連携に見られるように「意識」「知識」
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「性格」等々の面で異なるタイプの人々や複数の組織が結びつくことになる。その場合に

は、異なるが故に様々な衝突が発生する。この衝突（発想の違い）を如何にプラスの方向

に導くことができるかが、このコーディネーター型キーパーソンの存在にかかっていると

言える。 

但し、ここで言うコーディネーターの機能とは、単に人間関係・組織間関係の調整だけ

を意味しているのではなく、「衝突」のエネルギーを如何にしてプラスのベクトルに向かわ

せるかを調整できる人のことである。つまり、コーディネーター型キーパーソンの存在に

よって、いわゆるネットワークの創発特性がプラスに転化するのである。 

 

基本要件４：初期段階での「市場性の組み込み」 

 連携活動が事業化に向けて成功して行くためには、その構成要素の中に「市場を熟知し

た人・組織」あるいは「新たな市場を予感できそうな人・組織」を組み込むことが必要で

ある。さらに、このような「市場性の組み込み」は最も初期の段階からであることが望ま

しい。 

一般的にこれまでの連携活動の多くがなかなか成功に至らなかった背景には、この「市

場性の組み込み」が不足していたこと、あるいは、その組み込みの時期が非常に遅い段階

で行われていたことを指摘することができる。 

もっとも、将来の市場を的確に予言できる人・組織は存在しない。しかし、何が必要と

されているのか、あるいはいつの時期になればどんな変化が起きるのかといった将来市場

に対する“嗅覚”を持った人・組織は存在する。そうした要素を連携活動の一連のネット

ワークに加えることが大切である。 

 

基本要件５：構成員間の「信頼」の構築 

 連携活動の基盤として重要な条件となるのが、構成員（人・組織）間の「信頼」の構築

である。この「信頼」が一度崩れるようなことがあれば、連携活動自体が崩壊する可能性

が非常に大きいと言わざるを得ない。 

地域社会が常にこの「信頼」を基礎に運営されていることを考慮するならば、広域的な

連携よりも寧ろ狭い地域の中での連携活動の方が「信頼の担保」がある程度保証されてい

ると言えるかも知れない。しかしながら、今後ますます活発化する産業のグローバル化に

対応するためには、広域的な連携活動も視野に入れた「信頼」の構築が不可欠である。 
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３ 岐阜県中小製造業の効果的な『連携』の実現に向けて 

 

提言１：岐阜版緩やかなネットワークの形成 

 既述のように、連携活動に効果を発揮している INS（岩手ネットワークシステム）の活

動に匹敵するような緩やかなネットワークを、例えば行政・大学・支援団体などにより形

成することが考えられる。そのためには、関連諸機関や市民が、このようなネットワーク

インフラが政策的に展開される個々の連携活動の重要な「苗床」になることの重要性を認

識すべきである。故に、関連諸機関は相互に補完しつつ、より積極的に地域（地元）との

関係を深めながら、長期的視野に立脚したねばり強いネットワークづくりが期待される。 

 

提言２：キーパーソンとなる人材の活用 

 近年、各地域の中小企業支援機関等では、大学や公設試験施設などの中小製造業にとっ

て役に立つと思われる外部経営資源に関する情報提供サービスが、積極的に行われるよう

になった。しかしながら、外部資源と中小製造業をリンケージさせて連携活動を展開する

ためには、基本要件で指摘したように、クリエーター型キーパーソンだけでなく、コーデ

ィネーター型キーパーソンが存在しなければ「事業化」を実現する可能性は低い。故に、

連携活動においては、事業化に向けた推進をフォローできるような人材を活用することが

必要である。さらに、こうした人材の活用では、中期的な視野に立って活用することが不

可欠となる。換言すると、岐阜県中小製造業の「現場」と外部経営資源の「所在」の両方

を熟知している人材を確保し、継続的に活用することが望まれる。 

 

提言３：ベンチャー企業・流通関連企業との連携の促進 

既存の中小製造業とベンチャー企業との関係では、連携して補完関係を築くところまで

には至っていないケースが多いように思われる。しかしながら、本調査研究の連携事例２

で示したように、既存の中小製造業が自社にない経営資源をベンチャー企業と連携するこ

とで補完し新事業創造に結びつけている場合もある。こうした中小製造業の「枠」を飛び

越えたベンチャー企業との連携を行うことが必要である。同様のことは、流通関連企業と

既存の中小製造業との関係にも見られる。連携事例７は、そうした流通システムへのアク

セス機能を外部資源に求めたケースであるが、こうした流通システムと中小製造業との連

携を行うことが必要である。 

国や県の中小企業施策として、既存の中小製造業とベンチャー企業・流通関連企業など

との連携の促進などを進めているが、今後ともそれが積極的に推進され、また、中小製造

業等はそのような施策を活用し、連携を模索できる「機会」に積極的に参加して、新しい

産業創造に向けた交流を図ることが望まれる。 
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提言４：中小製造業と地域社会との連携 

 岐阜県中小製造業、特に機械金属系の中小製造業の多くは、下請型企業として常に親企

業からのＱＣＤ要請に追われている。さらに、中国等の東アジア地域との競争にも晒され

ている。その中で、個々の企業は各々がこれからどの方向へ進むべきかといった経営の岐

路に立たされている。一方、岐阜県の地域社会においても、中・長期的視点から将来的に

どのような産業が地域に育っていくべきかを模索しているものと推察される。 

そこで、これからの中小製造業にとって重要なことは、地域社会と連携することで如何

にして新たな産業基盤のヒントを見つけ出すことができるかにあると考えられる。中小製

造業は、岐阜県という地域社会の中で、何ができて、何をしていきたいかを考え、地域社

会から何を求められているのかを探り出すことが必要である。 

そのためには、中小製造業と地域社会は、ＩＮＳ（岩手ネットワークシステム）の活動

のような緩やかなネットワークを駆使し、相互の意見交換を重ねることによって、そこか

ら生まれるアイデアや知恵を活かしながら、新たな産業基盤形成に挑戦して行くことが期

待される。 
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